
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名：横浜市下水道事業会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

56,238

横浜市

既存計画との関係

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

計画策定責任者

公 表 の 方 法 等

横浜市長　中田　宏

利益剰余金又は積立金（百万円）

９７円（１８年度） 1,148,546

0

資金不足比率    （％）

91.4(H18)

0.95(H18)

事　　業　　名

事業開始年月日 昭和25年10月11日 地方公営企業法の適用・非適用

職員数※  (H19. 4. 1現在)

公共下水道 （下水道事業）

　　適　用　□非適用

公営企業債現在高（百万円）

965

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　   　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

〔合併期日：平成○年○月○日　合併前市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〕

内　　　容

計 画 名

別添２

26.2(H19)資金不足なし

基 本 方 針

区　　分

　本市の中期計画に掲げている重点施策や重点行財政計画の取組みを
基に、地域の状況に合わせ重点化を図る「事業の選択と集中的な投

資」を図り、「安定的・継続的な下水道経営」をめざす。

横浜市下水道事業経営健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

横浜市下水道事業中期経営計画2007　平成１９年度～平成２２年度

ホームページへの掲載、常任委員会等で報告

∨

∨

∨

∨



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

下水道事業債
公
営
企
業
債

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

公
営
企
業
債

下水道事業債

41,220,975 32,441,814 29,927,478 103,590,267

103,590,26741,220,975 32,441,814 29,927,478

4,161,591 11,031,615 0 15,193,206

4,161,591 11,031,615 0 15,193,206

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

66,389,855

124,755,450

124,755,450

66,389,855

16,393,016

41,972,579

41,972,579

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

下水道事業債

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

公営企業で負担するもの (A)-(B) 16,393,016 41,972,579 66,389,855

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 4,161,591 11,031,615 0

103,590,267

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 41,220,975 32,441,814 29,927,478

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0

15,193,206

0

124,755,450

合　　計

16,393,016

旧 資 金 運 用 部 資 金
66,390繰上償還希望額

繰上償還希望額

66,390

12,574 12,574

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

29,928公営企業金融公庫資金 29,928

0旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 施設の老朽化と修繕費の確保

課 題 ② 元金償還財源の確保

課 題 ③ 民間的経営手法等の導入

課 題 ④ 建設コストの縮減

課 題 ⑤ 使用料収入の確保

課 題 ⑥ 資産の有効活用

留 意 事 項

経 営 課 題

内　　　　容

　本市の下水道の建設は、震災、戦災や接収、高度成長期の爆発的な人
口流入等により、他の大都市に比較して著しく立ち遅れていた。このた
め、昭和３８年に始まる第一次下水道整備五箇年計画を契機とし、市の
最重点施策の一つとして積極的な整備を進めてきた。
　浸水対策や衛生的で快適な生活環境の確保という市民の強い要望に応
えるため、昭和55年から平成６年までの15年間で年間１千億円超える多
額の建設投資を進め、下水道普及率は概ね100％を達成した。
　収益的収支においては、使用料収入が平成１３年度をピークに概ね減
少傾向にあり、一方、支出では、近年、支払利息は減少傾向にあるもの
の、減価償却費と支払利息の占める割合が79.4％と他都市と比較しても
高い水準にある。（東京都64.0％、名古屋市63.5％、大阪市54,9％）
このため20.6％を占める維持管理費の中で、経費の削減に努めている。
　資本的収支においては、企業債の元金償還が本格化し平成21年度には
約１千億円とピークを迎え、その後も900億円前後の高い水準となる。
　また、一人当たり未償還残高が319千円と東京都（281千円）、名古屋
市(253千円)、大阪市（225千円）と比べても高い水準にある。
　なお、繰越欠損金については、18年度末で562億円となっている。

　委託化の拡大や、団塊の世代（技術系職員）の大量退職などを踏ま
え、今後、下水道システムを安定的かつ永続的に維持していくために、
これまで培ってきた個々の技術力や知識に加え、コスト意識の醸成な
ど、総合的な技術力の維持・向上と人材育成が課題となっている。

　使用料収入が全体として減少傾向の中、資産の活用等により、使用料
以外の収入確保に努める必要がある。

　小口使用者の使用料は微増している一方、大口及び中口使用者の使用
料は減少しており、全体として減少傾向の中、井戸水など水道水以外の
水使用に係る使用料の適正な徴収などに努める必要がある。

　更なるコスト縮減と定員管理の適性化を図るため、包括管理委託や
ＰＦＩ事業などの民間的経営手法を取り入れる必要がある。

　短期間で多額の建設投資を進めたため、元金償還が本格化してきてお
り、償還財源を確保する必要がある。

　過去に集中的に整備した施設・設備について、修繕時期が重なること
などから、「計画的な修繕」に順次取り組むために、修繕費を確保する
必要がある。

　資本的収支においても支出の削減を図るため、新技術の採用や、工法
の見直しなどにより、建設コストの縮減に努める必要がある。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 125,864 123,118 122,690 121,670 119,727 119,595 117,004 116,545 116,218 116,041

(1) 61,135 60,258 60,890 60,412 60,121 60,552 60,749 60,593 60,486 60,486

(2) (B) 97 191

 （雨水処理負担金） (64,299) (62,268) (61,206) (60,800) (59,124) (58,381) (55,512) (55,398) (55,184) (55,007)

(3) 64,729 62,860 61,800 61,258 59,606 58,946 56,064 55,952 55,732 55,555

２． 10,918 10,291 7,354 4,643 4,075 3,454 3,290 2,947 2,856 2,743

(1) 10,866 10,241 7,273 4,565 3,937 3,394 3,027 2,889 2,798 2,686

10,614 10,083 7,211 4,551 3,937 3,394 3,027 2,889 2,798 2,686

252 158 62 14

(2) 52 50 81 78 138 60 263 58 58 57

(C) 136,782 133,409 130,044 126,313 123,802 123,049 120,294 119,492 119,074 118,784

１． 80,625 80,024 78,954 78,837 78,341 81,355 82,928 81,828 81,106 80,304

(1) 8,582 8,551 8,209 7,853 7,443 7,854 7,640 7,719 7,190 7,190

3,721 3,598 3,528 3,842 3,763 3,772 3,693 3,597 3,478 3,478

913 1,125 886 894 683 1,265 1,246 1,428 1,220 1,220

3,948 3,828 3,795 3,117 2,997 2,817 2,701 2,694 2,492 2,492

(2) 18,958 18,198 17,507 16,686 16,458 19,032 20,910 20,261 20,447 20,447

3,052 2,939 2,882 2,716 2,676 3,433 4,077 4,157 4,035 4,035

4,293 4,013 3,834 3,434 3,770 4,757 5,344 5,128 5,544 5,544

183 187 127 118 115 153 153 153 153 153

11,430 11,059 10,664 10,418 9,897 10,689 11,336 10,823 10,715 10,715

(3) 53,085 53,275 53,238 54,298 54,440 54,469 54,378 53,848 53,469 52,667

２． 56,466 52,697 49,364 45,502 42,161 40,263 33,692 33,443 33,560 33,882

(1) 29,593 27,665 26,117 24,081 22,926 21,636 18,190 18,028 18,046 18,182

25,824 24,045 22,159 20,431 18,266 17,238 14,345 14,272 14,362 14,556

(2) 1,049 987 1,088 990 969 1,389 1,157 1,143 1,152 1,144

(D) 137,091 132,721 128,318 124,339 120,502 121,618 116,620 115,271 114,666 114,186

(C)-(D) (E) -309 688 1,726 1,974 3,300 1,431 3,674 4,221 4,408 4,598

(F) 2,965 73 36

(G)

(F)-(G) (H) 2,965 73 36

-309 3,653 1,726 2,047 3,300 1,431 3,710 4,221 4,408 4,598

(I) -66,963 -63,310 -61,584 -59,538 -56,238 -54,807 -51,097 -46,876 -42,468 -37,870

(J) 22,681 26,477 27,813 27,422 28,215 30,319 30,319 30,319 30,319 30,319

12,790 12,000 11,659 11,529 11,350 11,350 11,350 11,350 11,350 11,350

(K) 26,049 27,529 28,935 25,948 20,813 20,813 20,813 20,813 20,813 20,813

25,654 27,342 28,756 25,742 20,744 20,744 20,744 20,744 20,744 20,744

(L) 3,368 1,052 1,122
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M) 6,559 3,923

(A)-(B) (N) 125,864 123,118 122,690 121,670 119,727 119,498 116,813 116,545 116,218 116,041

5 3資 金 不 足 比 率

×100

((M)／(N)×100)

53.2

2.7

51.4

0.9

50.2 48.9

0.9）

47.0 43.7 40.2 36.5 32.645.9

材 料 費

そ の 他

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

支 払 利 息 （ 雨 水 分 ）

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

基 本 給

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

）×100

経 費

支 払 利 息 （ 汚 水 分 ）

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

動 力 費

修 繕 費



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． 56,492 49,758 60,105 63,966 62,980 170,855 63,874 66,795 66,847 63,983

２．

３． 5,238 9,484 4,700 4,852 4,339 3,887 3,456 2,916 2,483

４．

５．

６． 22,274 25,781 27,063 19,493 14,782 20,830 17,141 16,848 16,095 16,095

７． 2 9 17 274 8 41

８． 262 802 307 152 269 137 540 388 23 23

９． 219 134 75 45 162 67 20 20 20 20

(A) 79,249 81,722 97,051 88,630 83,053 196,228 85,503 87,507 85,901 82,604

(B) 4,719 1,324 151

(A)-(B) (C) 79,249 77,003 95,727 88,630 82,902 196,228 85,503 87,507 85,901 82,604

１． 67,623 55,769 58,513 52,434 44,446 62,415 48,134 46,108 45,044 45,044

2,640 2,494 2,540 2,621 2,439 2,748 2,778 2,509 2,787 2,787

２． 74,350 79,690 95,675 91,876 92,103 189,828 97,322 101,254 100,479 96,573

３．

４．

５． 82 46 34 12 20 28 27 28 25 25

(D) 142,055 135,505 154,222 144,322 136,569 252,271 145,483 147,390 145,548 141,642

 (D)-(C) (E) 62,806 58,502 58,495 55,692 53,667 56,043 59,980 59,883 59,647 59,038

１． 63,564 55,937 52,430 51,219 52,710 54,652 58,865 58,805 58,611 57,989

２．

３． 2,375 873 4,719 1,998 703

４． -8,484 -4,098 1,346 1,397 -1,078 1,391 1,115 1,078 1,036 1,049

(F) 57,455 52,712 58,495 54,614 52,335 56,043 59,980 59,883 59,647 59,038

5,351 5,790 1,078 1,332

1,270,780 1,241,060 1,205,544 1,177,666 1,148,546 1,129,573 1,096,125 1,061,666 1,028,034 995,445

1,270,780 1,241,060 1,205,544 1,177,666 1,148,546 1,129,573 1,096,125 1,061,666 1,028,034 995,445

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区 　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

74,914 72,351 68,417 65,351 63,062 61,775 58,539 58,287 57,982 57,693

67,857 65,693 64,523 63,780 62,086 61,004 58,108 57,860 57,563 57,274

7,057 6,658 3,894 1,571 976 771 431 427 419 419

7,057 6,658 3,894 1,571 976 771 431 427 419 419

5,238 9,484 4,700 4,852 4,339 3,887 3,456 2,916 2,483

5,238 9,484 4,700 4,852 4,339 3,887 3,456 2,916 2,483

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

他 会 計 出 資 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

計

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

うち料金収入に計上すべき繰入等



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込)

資金不足比率 (％) (再掲) 5.3 3.2

料金回収率※ (％) 89.0 90.5 95.8 100.5 103.5 101.0 105.7 106.6 107.1 107.5

総収支比率（法適用） (％) 99.8 102.8 101.3 101.6 102.7 101.2 103.2 103.7 103.8 104.0

経常収支比率（法適用） (％) 99.8 100.5 101.3 101.6 102.7 101.2 103.2 103.7 103.8 104.0

営業収支比率（法適用） (％) 156.1 153.9 155.4 154.3 152.8 147.0 141.1 142.4 143.3 144.5

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 53.2 51.4 50.2 48.9 47.0 45.9 43.7 40.2 36.5 32.6

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) 2.7 0.9 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 54.8 54.2 52.6 51.7 50.9 50.2 48.7 48.8 48.7 48.6

うち基準内繰入金 (％) 49.6 49.2 49.6 50.5 50.1 49.6 48.3 48.4 48.3 48.2

うち基準外繰入金 (％) 5.2 5.0 3.0 1.2 0.8 0.6 0.4 0.4 0.4 0.4
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 5.2 5.0 3.0 1.2 0.8 0.6 0.4 0.4 0.4 0.4
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 0.0 6.4 9.8 5.3 5.8 2.2 4.5 3.9 3.4 3.0

うち基準内繰入金 (％) 0.0 6.4 9.8 5.3 5.8 2.2 4.5 3.9 3.4 3.0

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

資本的収入分

収益的収入分



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

４　その他収支見通し策定に当たって前提と
したもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による収
入の見込み

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

昭和５５年から平成６年までの１５年間で年間１千億円を超える建設投資を行った結果、現在、下水道普及率はほぼ１００％となりま
した。しかしながら、過去に集中的に整備した設備等の老朽化が進んできており、多額の更新事業費が必要となりますが、「予防保
全型の維持管理」により施設の長寿命化を図ることにより、建設改良費の抑制を図っていきます。
また、２０年度にポンプ場用地の一部を道路事業の用地としての売却を見込んでいます。（特別利益36百万円）

平成１８年度までに使用料回収率が１００％に達しております。現計画期間（H19-22)において、現行料金を維持したとしても使用料
回収率１００％以上を確保できる見通しであるため現行料金体系を維持することとしています。
下水道普及率がほぼ１００％に達しているため、調定件数の大幅な増加は見込まれず、節水意識の浸透等により１戸１か月あたり
の使用料が減少傾向にあるため、ほぼ横這いで推移すると見込んでいます。また、社会福祉施設等に対する使用料の減免を段階
的に見直しており、この影響による増加が見込まれます。

雨水処理負担金等の繰出基準に基づくものについては、企業債利息の減等による減少が見込まれます。
繰出基準外については、社会福祉施設等に対する使用料の減免分に対するものがありますが、段階的に見直しているため減少す
ることが見込まれます。

１８年度に作成した「中期経営計画2007」を前提に収支見通しを策定しました。当該計画においては、水再生センター等の民間委託
の拡大等による経費の節減（人員を計画期間内で８０人削減）を図る一方、長寿命化のための計画的修繕が増加等を見込んでいま
す。



Ⅳ　経営健全化に関する施策

【Ⅱ－課題③】　【Ⅱ-課題①・②】
　○水再生センターの管理体制の統合(２センターを１センターに統合)
　○下水道使用料徴収事務委託に要する経費の縮減
　○使用料不納欠損処分費の縮減

【Ⅱ－課題③】　【Ⅱ-課題①・②】
　○平成17年度末職員数（９８９人）を平成23年度末には、８９１人まで減員
　　　【集中改革プランの目標値▲４．６％を上回る▲９．９％減】
　　・水再生センター場内清掃点検業務委託の拡大(１８年度まで５か所実施済　　２２年度目標１０か所/１１か所)
　　・汚泥資源化センターへの包括的外部委託の導入(２か所/２か所)
　　・水再生センターの管理体制の統合(２センターを１センターに統合)

　職員が前向きに職務に取り組み、その努力が報われるように、職務や職責に応じた給与水準に見直すとともに、昇給に人事考課の結果を反映さ
せる仕組みを導入する。19年度は以下の取組みを行う。
・給料表の級構成の見直し（10級制→8級制、責任職は5級構成とし部次長を廃止、一般職員は3級構成とし、主任を廃止）
・給料水準を最大７％引き下げ、地域手当を段階的に改定（若年層の引き下げ幅を抑制し、高齢層の引き下げを強めることにより年功的な昇給
カーブをフラット化）
・勤務実績に基づく昇給制度の導入
・昇給時期を4月に一本

・19年12月から全職員について給料をマイナス改定
・20年を目途に更なる給与水準の見直しを検討中
（18年４月から特殊勤務手当を廃止）

（特別昇給については、平成17年1月1日に廃止。支給月数についても、平成17年4月から国準拠の59.28月となっている。）

・健康保険組合、職員厚生会の事業主負担割合は18年度に1：1としたところである。
・20年度を目途に、福利厚生等の事業や制度を総合的に見直し、市民の理解が得られる制度として再構築を行う。

【Ⅱ－課題③】　【Ⅱ-課題①・②】
　○水再生センター場内清掃点検業務委託の拡大(18年度まで５か所実施済　　22年度目標10か所/11か所)
　○汚泥資源化センターへの包括的外部委託の導入(2か所/2か所)
　○改良土プラントPFI事業の実施(１６年１月～)
【Ⅱ－課題④】　【Ⅱ-課題①・②】
　○消化ガス発電PFI事業の実施　：　更新費用を１，０００百万円縮減(２０年度)

項　　　　目 具　体　的　内　容

１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方

◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用



Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

【Ⅱ－課題④】　【Ⅱ-課題①・②】
　○新技術の採用や、工法の見直しなどにより、従来の技術・工法に比べて、建設コストを計画期間内に約７，０００百万円縮減
　　・雨水幹線等の整備　：　計画管径の縮小により ５６０百万円縮減
　　・管きょの更新　：　勾配復元工法、管更生工法の採用により　５，０９８百万円縮減
　　・耐震補強　：　　一括発注により、仮設の縮減・高圧噴射攪拌工の縮小を実施し　１７１百万円縮減
　

○　売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

５　その他

・自治法に定められた財政事情の公表を年2回行っているほか、市民向けの財政広報「ヨサンのミカタ」の発行や、予算・決算時には市の広報誌に
特集記事を組むなどの情報開示を行っているところである。
・ホームページにおいて財政計画を公表しているほか、市民向け財政広報「下水道とお金の話」の発行や、下水道使用料のお知らせの裏面を使用
したPR等を行っている。

○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開

・全施策、事業を対象に自己チェック及び監査委員による行政監査（評価）の評価結果を基に、改革・改善を進めるツールとして、18年度から「横浜
型行政評価システム」を構築・導入した。
・今後は、市民評価を導入した行政評価システム実施に向け、調査・検討を行っていく。

【Ⅱ－課題⑤】　【Ⅱ-課題①・②】
　○井戸水使用者に対する使用料徴収の推進
　○社会福祉施設、病院・介護老人保健施設、幼稚園の使用料割合減免の段階的見直し
　　(参考）平成１８年度決算
　　　　　　　　使用料単価　　　　汚水処理原価
　　　　　　　　　１５２．６円　　　　１４７．４円

具　体　的　内　容

【Ⅱ－課題⑥】　【Ⅱ-課題①・②】
　○ポンプ場用地の一部を道路事業用地として売却(２０年度　特別利益３６百万円)
　○再生水の販売の拡大(１９年度　ららぽーと、２０年度　新横浜駅前ビル)
　○民間企業への用地の貸付による資産の有効活用の推進(２０年５月～１か所　　占用料２４百万円(年額)、２１年４月～
　　１か所　貸付料４８百万円(年額))  計　７２百万円(年額)　２１年度～

３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組

項　　　　目

＞＞＞＞＞＞



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

【Ⅱ－課題④】【Ⅳ－施策５】
　<取組>
　　○新技術の採用や、工法の見直しなどにより建設コストの縮減を実施
　
　<目標>
　　○従来工法に比べ、計画期間内に約７０億円の建設コストの縮減

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

【Ⅱ－課題③】【Ⅳ－施策１】
　<取組>
　　○水再生センター等の管理体制の見直しを行い民間委託の拡大や管理の集約化を図る

　<目標>
　　○平成２２年度までに８０人の人員を削減

<目標>
　●平成２３年度末までに、企業債未償還残高を１兆円以下、繰越欠損金を５００億円以下に縮減

【Ⅱ－課題⑤】【Ⅳ－施策３】　減免の見直し
　<取組>
　　○社会福祉施設、病院・介護老人施設、幼稚園の下水道使用料減免の廃止(段階的に見直し、平成２０年度全廃)
　　[参考]　生活保護世帯と私立学校プールについては平成１７年１０月に廃止

【Ⅱ－課題⑥】【Ⅳ－施策３】　用地の貸付・再生水の販売
　<取組>
　　○ポンプ場用地の売却
　　○再生水の販売の拡大
　　○民間企業への用地の貸付による資産の有効活用の推進

【Ⅱ－課題③】【Ⅳ－施策２】　経常的な管理費の縮減
　<取組>
　　○下水道使用料徴収事務委託の見直し
    ○使用料不納欠損処分費の縮減

【Ⅱ－課題⑤】【Ⅳ－施策３】減免の見直し
　<取組>
　　○社会福祉施設、病院・介護老人施設、幼稚園の下水道使用料減免の廃止(段階的に見直し、平成２０年度全廃)
　　[参考]生活保護世帯と私立学校プールについては平成１７年１０月に廃止



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（５）下水道事業

区分
平成14年度

（計画前５年度）
（決算）

平成15年度
（計画前４年度）

（決算）

平成16年度
（計画前３年度）

（決算）

平成17年度
（計画前々年度）

（決算）

平成18年度
（計画前年度）
（決算見込）

計画前５年間
実　績

平成19年度
（計画初年度）

平成20年度
（計画２年度）

平成21年度
（計画３年度）

平成22年度
（計画４年度）

平成23年度
（計画５年度）

計画合計

処理区域内人口（人） 3,493,420 3,525,389 3,549,894 3,575,102 3,598,701 3,630,842 3,652,427 3,671,531 3,688,517 3,688,517
増減 37,657 31,969 24,505 25,208 23,599 142,938 32,141 21,585 19,104 16,986 0 89,816

水洗便所設置済人口（人） 3,458,443 3,495,376 3,522,738 3,550,554 3,576,036 3,605,904 3,627,337 3,646,305 3,663,167 3,663,167
増減 45,705 36,933 27,362 27,816 25,482 163,298 29,868 21,433 18,968 16,862 0 87,131

水洗化率（％） 99.0% 99.1% 99.2% 99.3% 99.4% 99.3% 99.3% 99.3% 99.3% 99.3%
増減 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.6% -0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

有収水量（㎥） 391,276,688 389,693,291 394,235,264 394,146,749 394,027,937 395,211,000 394,811,000 394,744,000 394,772,000 394,772,000
増減 ▲ 580,312 ▲ 1,583,397 4,541,973 ▲ 88,515 ▲ 118,812 2,170,937 1,183,063 ▲ 400,000 ▲ 67,000 28,000 0 744,063

使用料単価（円/㎥） 156.2 154.6 154.5 153.3 152.6 153.2 153.9 153.5 153.2 153.2
増減 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 0.2 ▲ 1.2 ▲ 0.7 ▲ 5.4 0.6 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.3 0.0

料金改定率（％）
増減

収納率（％）    ※５月末 99.4 99.3 99.4 99.4 99.4
増減 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.04 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
増減

職員１人当たりの営業収益（千円） 113,085 111,318 111,536 113,710 119,012 124,578 124,472 126,955 130,435 130,237
増減 255 ▲ 1,767 218 2,174 5,302 6,182 5,566 ▲ 106 2,483 3,480 ▲ 199 11,225

職員数（人） 1,076 1,048 1,034 989 971 960 940 918 891 891
増減 ▲ 5 ▲ 28 ▲ 14 ▲ 45 ▲ 18 ▲ 110 ▲ 11 ▲ 20 ▲ 22 ▲ 27 0 ▲ 80

管理運営費（千円） 137,091,494 132,721,346 128,318,221 124,339,175 120,502,240 121,618,000 116,620,000 115,271,000 114,666,000 114,186,000
増減 ▲ 3,095,257 ▲ 4,370,148 ▲ 4,403,125 ▲ 3,979,046 ▲ 3,836,935 ▲ 19,684,511 1,115,760 ▲ 4,998,000 ▲ 1,349,000 ▲ 605,000 ▲ 480,000 ▲ 6,316,240

処理区域内人口１人当たりの管理運営費(千円) 39.2 37.6 36.1 34.8 33.5 33.5 31.9 31.4 31.1 31.0
増減 ▲ 1.3 ▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 1.4 ▲ 1.3 ▲ 7.1 0.0 ▲ 1.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 2.5

汚水処理原価（円/㎥） 175.5 170.8 161.3 152.5 147.4 151.7 145.6 144.0 143.1 142.6
増減 ▲ 8.5 ▲ 4.7 ▲ 9.5 ▲ 8.8 ▲ 5.1 ▲ 36.6 4.3 ▲ 6.1 ▲ 1.6 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 4.8

汚水処理原価（維持管理費）（円/㎥） 48.4 48.1 45.3 42.7 41.2 46.7 48.9 48.6 47.9 47.8
増減 ▲ 1.4 ▲ 0.3 ▲ 2.8 ▲ 2.6 ▲ 1.5 ▲ 8.6 5.5 2.2 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.1 6.6

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
増減

 使 用 料  回 収 率 (％) 89.0% 90.5% 95.8% 100.5% 103.5% 101.0% 105.7% 106.6% 107.1% 107.4%
増減 3.2% 1.5% 5.2% 4.8% 3.0% -2.5% 4.7% 0.9% 0.5% 0.4%

53.2% 51.4% 50.2% 48.9% 47.0% 45.9% 43.7% 40.2% 36.5% 32.6%
増減 0.5% -1.8% -1.2% -1.3% -1.9% -1.1% -2.2% -3.5% -3.7% -3.9%

1,270,780 1,241,060 1,205,544 1,177,666 1,148,546 1,129,573 1,096,125 1,061,666 1,028,034 995,445
増減 ▲ 17,656 ▲ 29,720 ▲ 35,516 ▲ 27,879 ▲ 29,119 ▲ 18,973 ▲ 33,448 ▲ 34,459 ▲ 33,632 ▲ 32,589

 使 用 料 収 入 61,135 60,258 60,890 60,412 60,121 60,552 60,749 60,593 60,486 60,486

 改 善 額 18 142 222 376 744 1,502 280 680 744 812 812 3,328

①有収水量の増加(井戸接続認定) 18 142 222 278 341 1,001 60 120 180 240 240 840

②使用料の適正化　　（※減免見直し） 98 403 501 220 560 564 572 572 2,488

③収納率の向上

 その他④（　　　　　　　　　　　　　　　　）

 改 善 額 0 1 0 0 1 2 42 85 97 97 97 418

用地の売却 36 36

再生水の販売 1 1 20 25 25 25 25 120

用地の貸付 1 1 22 24 72 72 72 262

 管 理 運 営 費 137,091 132,721 128,318 124,339 120,502 121,618 116,620 115,271 114,666 114,186

うち職員給与費中の退職手当を除いたもの 10,089 9,778 9,650 9,216 8,952 8,866 8,631 8,519 8,190 8,190

 改 善 額 26 337 598 784 949 2,694 511 614 707 836 836 3,504

⑤職員給与費の適正化(人員の削減) 26 337 388 574 739 2,064 49 138 236 356 356 1,135

252 266 261 270 270 1,319

改良土プラントPFI事業 210 210 210 630 210 210 210 210 210 1,050

うち職員給与費中の退職手当 1,132 1,267 1,099 1,259 930 1,736 1,787 1,709 1,787 1,787

 その他⑥（　　　　　　　　　　　　　　　　）

 改 善 額 2,523 3,115 3,333 2,765 2,164 13,900 1,842 2,235 1,099 855 798 6,829

建設コストの縮減 2,523 3,115 3,333 2,765 2,164 13,900 1,842 1,235 1,099 855 798 5,829

1,000 1,000

18,098 14,079

12,574

収
入
の
確
保

（参考）補償金免除額

改 善 額　　合　計計画前５年間改善額　合計

○計画前年度において使用料単価１５０円/㎥（20㎥当たり3,000円）未満（処理原価が150円/㎥未満の場合は処理原価未満）の事業にあっては、下記に使用料適正化の考え方を記載し、当該適正化による増収額
　 を②に記載すること。

経
営
の
効
率
化

消化ガス発電PFI事業(建設コストの縮減)

収
入
の
確
保

③

経
営
の
効
率
化

（使用料収入／有収水量）　　Ｅ

（料金改定実施年度に記載）　　Ｆ

②

⑤

Ｇ

Ｈ

 累 積 欠 損 金 比 率 （％）

⑥

目標又は実績

Ａ

Ｂ

Ｃ

①

Ｄ

 企 業 債 現 在 高 （百万円）

④

　 維持管理費（上記以外）の適正化
　　（経常的な管理費の縮減）

Ｍ

（E／K×1,000）　　　　　　

（汚水処理経費(維持管理費)／有収水量）    L

Ｉ

（Ｉ／Ａ）　　Ｊ

（汚水処理経費／有収水量）　Ｋ


